別記第10号様式（第12条関係）
事　業　実　績　書

	１ 事業計画名　※　事業計画書と同じ事業計画名を記載してください。



	２ 事業実施期間
　開始　令和　　年　　月　　日　　
　完了　令和　　年　　月　　日　　

	３ 実施した事業の概要とその成果※100文字程度。詳細は４（１）で記載してください





	４ 実施した補助事業の具体的内容とその成果
（１）実施した事業の内容及び得られた成果
　※売上高や顧客数の変化等の成果が出ている場合は記入してください






（２）購入した機械装置等
	機械装置等名
	活　用　方　法

	
	





（３）試作品等の開発（設備投資だけでなく、試作開発等を行った場合の内容）
	試作品・サービス等の名称
	内　　　　　容

	
	






（４）専門家指導の名称及び内容について
	専門家
(所属先名称及び役職・氏名)
	

	契約金額
	１日当たりの単価　　　　　　　　　　　　円（税抜き）
　　　　　　単価　　　　　　　　　　　　円（税込み）
　　　　　　総額　　　　　　　　　　　　円（税込み）

	指導の概要
	※　記入できなければ別紙でも可

	専門家の専門分野
	

	専門家の経歴
	




（５）広告宣伝・販売促進の内容について
※補助事業実施中の広告宣伝・販売促進費等関連経費支出について、発注内容ごとに枠を増やして記載してください。
	発注先
（名称・住所）
	



	発注内容
	※　記入できなければ別紙でも可



	契約日
	　　　年　　　月　　　日



（６）外注先の名称及び内容について
	外注先
（名称・住所）
	



	外注加工の内容
	




	契約日
	　　　年　　　月　　　日





	５ 補助事業の成果の事業化に向けた今後の方針や取組
※補助事業の成果の価格的・性能的な優位性のほか、事業化見込みについて、目標となる時期・売上規模・量産化時の製品価格等について具体的に記載してください。また、事業化に至るまでの遂行方法や想定スケジュールを記載してください。





【補助事業終了後５年間の事業化スケジュール】
	
	経過年

	
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	（例）市場調査
	
	
	
	
	

	（例）追加開発
	
	
	
	
	

	（例）設備投資
	
	
	
	
	

	（例）生産
	
	
	
	
	

	（例）販売
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　※「経過年数」とは本事業による補助事業終了後の経過年数を示します。



【今後の付加価値額等の見込み】　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	付加価値額の見込み
	１年後
年　月期
	２年後
年　月期
	３年後
年　月期
	４年後
年　月期
	５年後
年　月期
	伸び率(%)×100

	売上高
	
	
	
	
	
	

	うち本事業に係る売上高
	
	
	
	
	
	

	売上総利益
	
	
	
	
	
	

	営業利益①
	
	
	
	
	
	

	人件費②
	
	
	
	
	
	

	うち給与支給額
	
	
	
	
	
	

	減価償却費③
	
	
	
	
	
	

	付加価値額④
(①＋②＋③)
	
	
	
	
	
	

	従業員数⑤
	
	
	
	
	
	

	一人当たりの
付加価値額⑥
(④÷⑤)
	
	
	
	
	
	


【各種指標の算出式】
〇営業利益              ：売上総利益（売上高－売上原価）－販売費及び一般管理費
〇人件費　　　　　　　　：売上原価及び一般管理費に含まれる役員及び従業員給与、福利厚生費等
〇減価償却費　　　　　　：普通償却費（繰延資産償却を含む）＋特別償却費＋リース・レンタル費用（損金算入されるもの）
〇付加価値額            ：営業利益＋人件費＋減価償却費
〇従業員数　　　　　　　：就業時間による調整後の人数
〇一人当たりの付加価値額：付加価値額÷従業員数


	６ 地域への波及効果
※地域資源の活用や地域経済への貢献ついて記載してください。





	７ その他特記事項






７　賃金要件の確認
	　
	基準期間
（賃金引上げ前）
	比較期間
（賃金引上げ後）
	賃金引上げ率

	賃金引上げの確認期間(任意の３か月）
	　令和　　年　　月～
　　　　　　年　　月
	　令和　　年　　月～
　　　　　　年　　月
	　

	（A）給与支給総額
※各期間の合計金額
	（Ａ）　
	（Ａ’）
	　
	　
	　

	
	　
	円
	　
	円
	　
	　
	　

	(B）平均給与支給月　額
※（A）÷３　(A’)÷３　
	（Ｂ）　
	（Ｂ’）
	　
	　
	　

	
	 
	円
	
	円
	　
	　
	　

	（C）従業員等数
	（Ｃ）　
	（Ｃ’）
	　
	　
	　

	
	　
	人
	　
	人
	　
	　
	　

	（D）従業員等一人当たりの平均給与支給月額
※（B）÷（C）,（B’）÷(C’)
	（Ｄ）　
	（Ｄ’）
	（E）※〔（D’）-（D）〕÷D

	
	
	円
	
	円
	　
	
	％


※小数点以下は切り捨てること。
※（A）、（A’）の給与支給総額、及び（C）、（C’）を算定する従業員は、比較するいずれの期間も継続して雇用している常時使用する従業員とする。
※（A）、（A’）の給与支給総額は、（C）、（C’）に記載した従業員に対して支給する所定内賃金（基本給、役職手当、資格手当等）とする。所定外賃金（通勤手当、時間外手当等）や、賞与、事業主が負担する社会保険料等は除く。
※（E）が3%未満の場合は、補助対象者としない。

